
地域包括支援センターシステム
絆Core

このシステムは、自治体業務にも精通する内田洋行が開発した直営型・委託型双方に対応できるシステムです。
住民基本台帳や介護保険認定情報をはじめとする各種システムとの連携が可能な他、相談記録管理機能、地域�
支援事業管理、統計機能を装備し、センター業務運営の効率化をご支援します。

柔軟な総合相談機能
◉ �総合相談を行う現場の実情に合わせてシステムを開発しております。
匿名者や電話相談への対応、大量の記録など、様々な相談の場面にも
柔軟に対応可能です。

◉�高機能な検索機能をご用意しており、様々な観点より相談内容の検索
ができ、相談の当事者でなくても情報共有、相談内容の把握が容易に
可能です。

◉�相談記録の統計は、指定された条件に応じてワンタッチで作成可能で
す。統計業務の大幅な効率化が図れます。 居宅介護支援事業向け簡易ソフト

原案委託を行う居宅支援事業所とのデータ連携ができます。クラウド版
では原案委託先とのリアルタイム情報連携、オンプレミス版ではExcel簡
易ソフトを使用してご利用いただけます。

自治体ホストデータ連携
住民基本台帳、介護保険認定情報を始め、各種ホストシステムとの連携
が可能です。介護認定対象者以外にも多くの高齢者の情報が必要とな
る総合事業では、有効な機能です。

介護予防事業報告・各種統計
介護予防事業報告の評価・分析ができ、地域支援事業管理も対応してい
ます。総合相談業務では、豊富な履歴一覧や統計のほか、任意の項目を
選択できるクロス集計表もご用意しております。

個別カスタマイズ対応が可能
総合事業では予防給付と異なり、自治体独自の多様なサービスの展開が
可能となります。標準のパッケージシステムでは対応が難しい地域支援
事業へも、柔軟に対応いたします。

事業対象者スクリーニングの効率化
基本チェックリストの入力により、その場で候補となる事業の表示が可
能です。基本チェックリストは履歴管理されており、対象者の変化の推
移を過去の実績と比較しながら把握することができます。

総合事業請求業務の効率化
�総合事業の利用者の請求データ作成は、予防給付と大きく異なります。
予防給付と総合事業にまたがる対象者の把握・管理、請求は、管理が非常
に煩雑です。国保連の介護予防ケアマネジメント費入力ソフトでは、運
用に多大な労力が必要です。絆はこの点を解決し、煩雑な作業が不要と
なります。(詳細は、裏面ご参照)

介護予防・日常生活支援総合事業に対応、
住基データと連携し、介護予防事業の
効率化が可能です。

利用者管理 ケアプラン 相談管理 給付管理 請求管理

介護予防ケアマネジメントのPDCAサイクル
アセスメントから計画書作成・モニタリングまで、一連の介護予防ケアマ
ネジメントサイクルの効率的な運用をご支援します。

アセスメント プランの策定 モニタリング 評価

予防給付地域支援事業

介護予防ケアマネジメント
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煩雑な総合事業請求管理を絆Coreがサポートします！

利用者台帳

ホスト連携システム
◉ �住民基本台帳
◉�介護保険認定情報等

介護予防サービス予約見積
◉ �サービス利用票・提供票
◉�給付管理

地域包括支援センター国保連請求
◉ �国保連請求処理
◉�介護予防総合事業オプション

介護予防ケアマネジメント
◉ �利用者基本情報
◉�基本チェックリスト・統計
◉介護予防サービス・支援計画書
◉介護予防支援経過記録表
◉介護予防支援・サービス評価表

地域包括支援センター事業管理
◉ �相談受付
◉相談受付報告書
◉各種相談関連帳票
◉地域支援事業計画書
◉地域支援事業予定・実績管理
◉介護予防事業報告

相談業務統計
◉ �相談業務統計�
（自治体様向けカスタマイズ可能）

委託居宅介護支援事業所用
簡易入力ソフト

◉ �利用票・提供票
◉基本チェックリスト
◉利用者基本情報
◉支援計画書
◉経過記録
◉評価表

委託先居宅介護支援事業所用
絆システムオプション
（EXCELシステム）

自治体向けの委託先居宅介護支
援事業所とのオフライン連携も

介護予防ケアマネジメント費
入力ソフト

◉ �総合事業請求データ作成処理
（総合事業対象者の請求データを手
入力にて作成することが必要）

国保連提供ソフト

・総合事業対象者の請求データを手入力にて作成

・複数台での同時入力が不可

・台帳の二重入力が必要
地域包括システムと国保システム

・給付管理のデータが非連動
総合事業の対象者か、予防給付の対象者かの把握がシステムでは自動
判別が不可。振り分けは非常に煩雑

・前月データが無い場合は手入力
前月コピー機能は有る

・ケアマネジメント請求データの履歴管理が不可
どの利用者の請求を作成したのか翌月の結果まで不明。保険者は地域
包括支援センターより提出された請求データが暗号化されているため、
内容確認ができない

介護予防ケアマネジメント費入力ソフト

・事業対象者請求データの自動作成が可能

・複数台で同時運用が可能

・�国保連介護予防ケアマネジメントソフトで作成される
データを作成するため、国保連の介護予防ケアマネジ
メントシステムの導入が不要

・�給付管理データより、ケアマネジメント対象者（事業対
象者）を自動抽出
ケアマネジメント請求データの自動作成が可能

・ケアマネジメント請求履歴の管理が可能

絆Core
地域包括支援センターシステム

お問い合わせ先

https://www.uchida.co.jp/system/welfare/ccs/kizuna-center/index.html

DS・5527-1・2310Pn20TY

絆Core 地域包括支援センターシステム

検 索絆Core 地域包括支援センターシステム

〒135-0016  東京都江東区東陽2-3-25� ☎03（6659）7134  FAX：03（6659）7249
〒540-8520  大阪市中央区和泉町2-2-2� ☎06（6920）2711  FAX：06（6920）2798

自治体ソリューション事業部

※記載内容は、2023年9月現在のものです。


